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イ）技術者の経験に関する事項
 現場代理人又は主任（監理）技術者は、
下記の元請けとしてしゅん功（完了）認
定された同種工事の経験を有すること。
（工事経験の設定年数は設定しない）
同種工事
供用中の道路（国道又は自動車専用道
路）において、設計舗装補修面積（表層）
７万以上のアスファルト舗装工事
・特定建設工事共同企業体及び経常建設
共同企業体の構成員としての施工実績
は、出資比率が20％以上の場合のもの
に限る。乙型の特定建設工事共同企業
体としての実績は、協定書による分担
工事の実績のみ同種工事の実績として
認める。なお、現場代理人としての実
績においては、この限りではない。

 地域外からの労働者確保に要する間接工事
費の設計変更 本工事は「共通仮設費（率分）
のうち営繕費」及び「現場管理費のうち労務
管理費」の下記に示す費用（以下「実績変更
対象費」という。）について、工事実施にあたっ
て不足する技術者や技能者を広域的に確保せ
ざるを得ない場合も考えられることから、契
約締結後、労働者確保に要する方策に変更が
生じ、土木工事積算基準の金額相当では適正
な工事の実施が困難になった場合は、実績変
更対象費の支出実績を踏まえて最終設計変更
時点で設計変更する試行工事である。
営繕費：労働者の送迎費、宿泊費、借上費
（宿泊費、借上費については労働者確保に係
るものに限る）
労務管理費：募集及び解散に要する費用、
賃金以外の食事、通勤に要する費用

２ 競争参加資格 次に掲げる条件を全て満たし
ていること。
 国立大学法人東京大学契約事務取扱規程
（平成16年４月１日）第２条及び第３条の規
定に該当しない者であること。
 申請書の提出期限の日から開札の時までの
期間に、文部科学省又は東京大学から「建設
工事の請負契約に係る指名停止等の措置要
領」（平成18年１月20日付け 17文科施第345
号 文教施設企画部長通知）に基づく指名停
止を受けていないこと。
 文部科学省における建築一式工事の一般競
争参加資格（会社更生法に基づき更生手続開
始の申立てがなされている者又は民事再生法
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後に一般競
争参加資格の再認定を受けていること。）を有
し、「一般競争参加者の資格」（平成13年１月６
日文部科学大臣決定）第１章第４条で定める
ところにより算定した点数（一般競争（指名
競争）参加資格認定通知書の記２の点数）が、
1200点以上であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

 平成17年度以降に、元請けとして完成・引
渡しが完了した、鉄骨造、鉄筋コンクリート
造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で、１棟当り
延べ面積3500以上の建物（※）を解体し
た工事の施工実績を有すること（共同企業体
の構成員としての実績は、出資比率が20%以
上の場合のものに限る。）。
※構造を一体とする建物に限る。
 次に掲げる基準を全て満たす監理技術者を
当該工事に専任で配置できること。
 １級建築施工管理技士、１級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。
 平成17年度以降に、上記に掲げる同種
工事の経験を有するものであること。
 監理技術者資格者証及び監理技術者講習
修了証を有する者であること。

 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者（協力を受ける他の建設コンサルタント
等を含む。以下同じ。）又は当該受託者と資本
若しくは人事面において一定の関連がある建
設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（資本関係又は人的
関係がある者のすべてが共同企業体の代表者
以外の構成員である場合を除く（入札説明書
参照）。）。
 警察当局から、暴力団体が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、文部科学省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

３ 入札手続等
 担当部局 〒1138654 東京都文京区本郷
七丁目３番１号 本部棟９階 国立大学法人
東京大学本部施設企画課予算・契約チーム
電話0358412209
 入札説明書等の交付期間及び場所 令和３
年２月１日から令和３年２月15日まで、東京
大学施設部ホームページにて交付する。
（https://www.u-tokyo.ac.jp/ja/about/
procurement-contracts/b07_07_03.html）

 協議相手の選定方法 全ての入札参加者の
入札価格が契約制限価格を上回った場合は、
以下の算出方法により総合評価点数を算出
し、総合評価点の最も高い者を確認協議の相
手に選定する。
 総合評価点：（技術評価点×α）＋（価
格評価点×05）
αの値は「02」とする。

 技術評価点：各評価項目における項目別
配点の合計点（満点100 点）

６ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Toshio Nakai, Director

General of Tokyo Branch, Central Nippon

Expressway Company Limited.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Pave‑

ment improvement work on the Tomei Ex‑

pressway in Hamamatsu area (FY2021)

 Due date for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 P.M. 15 March 2021

 Due date for the submission of tenders by

electric bidding system : 4 : 00 P.M. 26 May

2021. (If documents submitted by registered

mail, 4 : 00 P.M. 26 May 2021)

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese

 Contact point for tender documentation :

Assistant Manager of Contract Division,

General Affaires and Corporate Strategy

Department, Tokyo Branch, Central Nip‑

pon Expressway Company Limited. Shi‑

royama Trust Tower 11F, 431,
Toranomon, Minato‑ku, Tokyo, 1056011
Tel. 0357765600

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和３年２月１日

契約担当者 国立大学法人東京大学
総長 五神 真

代理人 施設部長 齋藤 禎美
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 13
〇第８号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 東京大学（西千葉）生産技術研究
所千葉実験所他解体工事
 工事場所 千葉県千葉市稲毛区弥生町１
８

 工事内容 教育・研究施設（工学系施設）
及び宿舎の解体工事、汚染土壌除去工事
・解体対象 35棟（鉄筋コンクリート造24棟、
鉄骨造９棟、木造２棟（建築面積 約
15000、延べ面積 約25000））の建築
物及び工作物
・汚染土壌除去対象 約3000 敷地面積
約103500

 工期 契約締結日の翌日から令和４年３月
31日まで。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、入札等を電子入札システムによ
り行う。なお、電子入札システムによりがた
い者は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代
えるものとする。

 価格評価点：100－200（Ｐ／Ｌ－１）（Ｌ
＜Ｐ）
ここに、Ｐ：入札書に記載の価格（入札
価格） Ｌ：契約制限価格
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